
別紙Ⅰ（１割負担の場合）

≪指定地域密着型通所介護サービスの利用料金表≫（１回あたり）

3～4時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

4～5時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

5～6時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

6～7時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

7～8時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

8～9時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

※ 通常の事業の実施地域以外で中山間地域等に居住されている利用者様に通所介護サービスを行う場合には、上記の

金額に５％が加算されます。

※ 上記自己負担額のほかに、下記の事業所の体制に応じて負担していただく加算、また利用者様の状況に応じて負担し

ていただく加算、及び介護保険の給付対象とならないサービスの費用をご負担いただきます。

※ 送迎にかかる費用については、基本的な利用料金に含まれています。その為、送迎を行わない場合は、片道につき

47円を減額します。ただし、当事業所と同一建物に居住される利用者様は１日当たり94円を減額しますが、傷病他や

むを得ない事情により送迎が必要と認められ送迎サービスを提供した場合はこの限りではありません。

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

4,160 4,780 5,400 6,000 6,630

3,744 4,302 4,860 5,400 5,967

416 478 540 600 663

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

4,360 5,010 5,660 6,290 6,950

3,924 4,509 5,094 5,661 6,255

436 501 566 629 695

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

6,570 7,760 8,960 10,130 11,340

5,913 6,984 8,064 9,117 10,206

657 776 896 1,013 1,134

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

6,780 8,010 9,250 10,490 11,720

6,102 7,209 8,325 9,441 10,548

678 801 925 1,049 1,172

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

7,530 8,900 10,320 11,720 13,120

6,777 8,010 9,288 10,548 11,808

753 890 1,032 1,172 1,312

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

7,830 9,250 10,720 12,200 13,650

7,047 8,325 9,648 10,980 12,285

783 925 1,072 1,220 1,365

R7.4～



別紙Ⅰ（２割負担の場合）

≪指定地域密着型通所介護サービスの利用料金表≫（１回あたり）

3～4時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

4～5時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

5～6時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

6～7時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

7～8時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

8～9時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

※ 通常の事業の実施地域以外で中山間地域等に居住されている利用者様に通所介護サービスを行う場合には、上記の

金額に５％が加算されます。

※ 上記自己負担額のほかに、下記の事業所の体制に応じて負担していただく加算、また利用者様の状況に応じて負担し

ていただく加算、及び介護保険の給付対象とならないサービスの費用をご負担いただきます。

※ 送迎にかかる費用については、基本的な利用料金に含まれています。その為、送迎を行わない場合は、片道につき

94円を減額します。ただし、当事業所と同一建物に居住される利用者様は１日当たり188円を減額しますが、傷病他や

むを得ない事情により送迎が必要と認められ送迎サービスを提供した場合はこの限りではありません。

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

4,160 4,780 5,400 6,000 6,630

3,328 3,824 4,320 4,800 5,304

1,002 1,132 1,258 1,390

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

832 956 1,080 1,200 1,326

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

4,360 5,010 5,660 6,290 6,950

3,488 4,008 4,528 5,032 5,560

872

6,570 7,760 8,960 10,130 11,340

5,256 6,208 7,168 8,104 9,072

1,314 1,552 1,792 2,026 2,268

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

6,780 8,010 9,250 10,490 11,720

5,424 6,408 7,400 8,392 9,376

1,356 1,602 1,850 2,098 2,344

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

7,530 8,900 10,320 11,720 13,120

6,024 7,120 8,256 9,376 10,496

1,566 1,850 2,144 2,440 2,730

1,506 1,780 2,064 2,344 2,624

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

7,830 9,250 10,720 12,200 13,650

6,264 7,400 8,576 9,760 10,920



別紙Ⅰ（３割負担の場合）

≪指定地域密着型通所介護サービスの利用料金表≫（１回あたり）

3～4時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

4～5時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

5～6時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

6～7時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

7～8時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

8～9時間の通所介護サービスを利用された場合

１．利用者様の要介護度と

　　サービス利用料金 円 円 円 円 円

２．うち介護保険から

　　給付される金額 円 円 円 円 円

３．サービス利用に係る

　　自己負担額(1-2) 円 円 円 円 円

※ 通常の事業の実施地域以外で中山間地域等に居住されている利用者様に通所介護サービスを行う場合には、上記の

金額に５％が加算されます。

※ 上記自己負担額のほかに、下記の事業所の体制に応じて負担していただく加算、また利用者様の状況に応じて負担し

ていただく加算、及び介護保険の給付対象とならないサービスの費用をご負担いただきます。

※ 送迎にかかる費用については、基本的な利用料金に含まれています。その為、送迎を行わない場合は、片道につき

141円を減額します。ただし、当事業所と同一建物に居住される利用者様は１日当たり282円を減額しますが、傷病他

やむを得ない事情により送迎が必要と認められ送迎サービスを提供した場合はこの限りではありません。

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

4,360 5,010 5,660 6,290 6,950

要介護１ 要介護２

2,912 3,346 3,780 4,200 4,641

1,248 1,434 1,620 1,800 1,989

要介護３ 要介護４ 要介護５

4,160 4,780 5,400 6,000 6,630

3,507 3,962 4,403 4,865

1,308 1,503 1,698 1,887 2,085

3,052

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

6,570 7,760 8,960 10,130 11,340

4,599 5,432 6,272 7,091 7,938

1,971 2,328 2,688 3,039 3,402

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

6,780 8,010 9,250 10,490 11,720

4,746 5,607 6,475 7,343 8,204

2,034 2,403 2,775 3,147 3,516

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

7,530 8,900 10,320 11,720 13,120

5,271 6,230 7,224 8,204 9,184

2,259 2,670 3,096 3,516 3,936

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

7,830 9,250 10,720 12,200 13,650

5,481 6,475 7,504 8,540 9,555

2,349 2,775 3,216 3,660 4,095



＊事業所の体制に応じて負担していただく加算＊（１割負担の場合）

下記の割合が厚生労働大臣が定める基準を満たした場合 ① 22 ①有

①②介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合 ② 18

③介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合 ③ 6

利用者様に直接サービスを提供する職員のうち勤続年数

７年以上の者が占める割合

中重度の要介護の利用者様を受け入れる体制を構築し、

指定通所介護を行った場合

介護職員の賃金の改善及び資質向上等、厚生労働大臣の

定める基準を満たした場合

Ⅰ：9.2％ Ⅰ：有

Ⅰ：経験技能のある介護職員を事業所内で一定割合以上 Ⅱ：9.0％

     配置した場合

Ⅱ：上記Ⅰの加算を算定していない場合

下記を満たし、個別機能訓練計画に基づき、サービスを実施

した場合

①専従の機能訓練指導員を1人以上配置した場合 ① 56 ①②③有

②上記①の配置に加えて1人以上、専従の機能訓練指導員 ② 76

を配置した場合

③上記①または②を算定し、個別機能訓練計画等の内容を ③ 20

厚生労働省に提出し、フィードバックを受けている場合

ICTの活用等により外部のリハビリテーション専門職等と連携し 100

機能訓練のマネジメントを行った場合

※個別機能訓練加算を算定している場合は算定しない

外部のリハビリテーション専門職等と連携し機能訓練のマネジ 200

メントを行った場合

※個別機能訓練加算を算定している場合 ※ 100

利用者様ごとのADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況

その他の利用者様の心身の状況等に係る基本的な情報を厚

生労働省に提出し、必要に応じてサービス計画を見直す等、 40 有

サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用

した場合

上記のうちいずれか
料金に加算

円/月

円/月

生活機能向上連携加算Ⅰ

円/日

円/日

円/月

加　　算 概　　　要 自己負担額

円/月

３ヶ月に１回

生活機能向上連携加算Ⅱ

科学的介護推進体制加算

円/月

円/日

サービス提供体制強化加算 円/日

上記のうちいずれかの
算定となります。

個別機能訓練加算

中重度者ケア体制加算 45 円/日

介護職員等処遇改善加算

算定の有無

円/日



＊利用者様の状況に応じて負担していただく加算＊（１割負担の場合）

①居宅サービス計画に基づき入浴するとともに、入浴介助に ① 40 ①有

関わる職員に対し、入浴介助に関する研修を実施。 ② 55

②①に加えて、医師・理学療法士・作業療法士・介護福祉士

若しくは介護支援専門員又は利用者様の動作や浴室の環境

を評価できる福祉用具専門員・機能訓練指導員・地域包括支

援センターの職員等が訪問により把握した利用者様宅の浴室

の環境を踏まえた個別の入浴計画を作成し、計画に基づき事

業所において個別の入浴介助を行った場合

従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上

配置し、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その

他の職種の者が共同して栄養アセスメントを実施し、利用者

様又はその家族様に対してその結果を説明し、相談等に必要 50

に応じて対応した場合

栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施

に当たって、当該情報その他栄養管理の適切かつ有効な実

施のために必要な情報を活用している場合

栄養改善サービスの提供にあたり、必要に応じ居宅を訪問し、

栄養ケア計画に基づきサービスを実施した場合

（１月に２回を限度）

①利用開始時および利用中６月ごとに口腔の健康状態、 ① 20 ①有

栄養状態について確認し、当該情報を担当ケアマネジャーに

提供した場合（６月に１回を限度）

②口腔の健康状態と栄養状態のいずれかの確認を行い、 ② 5

当該情報を担当ケアマネジャーに提供した場合

（６月に１回を限度）

①口腔機能改善管理指導計画に基づきサービスを実施した ① 150

場合（１月に２回を限度）

②上記①の取組に加え、口腔機能改善管理指導計画等の情 ② 160

報を厚生労働省に提出し、口腔機能向上サービスの実施にあ

たり当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施

に必要な情報を活用した場合

（１月に２回を限度）

認知症の利用者様を受け入れる体制を構築するとともに、

認知症介護の指導に関する専門的な研修等を修了したものを

配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施した場合

若年性認知症の利用者様にサービスを実施した場合

（認知症加算を算定している場合には対象外）

算定対象時間が ①  9時間以上10時間未満の場合 ① 50

②10時間以上11時間未満の場合 ② 100

③11時間以上12時間未満の場合 ③ 150

④12時間以上13時間未満の場合 ④ 200

⑤13時間以上14時間未満の場合 ⑤ 250

一定期間内の利用者様のうち、ＡＤＬの改善度合いが以下の

水準を超えた場合

①評価対象利用者等の調整済ADL利得を平均して得た値 ① 30 ①有

が１以上

②評価対象利用者等の調整済ADL利得を平均して得た値 ② 60

が３以上

（注）介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者様の負担額を変更させていただきます。

入浴介助加算

栄養アセスメント加算
円/月

栄養改善加算 200

円/日

円/日

円/日

加　　算 概　　　要 自己負担額

口腔・栄養スクリーニング加算

円/月

口腔機能向上加算

円/日

円/日

認知症加算

算定の有無

60

円/日

時間延長加算

ＡＤＬ維持等加算

円/日

円/日

円/日

円/日

円/日

若年性認知症利用者受入加算 60

円/月

円/月

円/月

円/日



＊事業所の体制に応じて負担していただく加算＊（２割負担の場合）

下記の割合が厚生労働大臣が定める基準を満たした場合 ① 44 ①有

①②介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合 ② 36

③介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合 ③ 12

利用者様に直接サービスを提供する職員のうち勤続年数

７年以上の者が占める割合

中重度の要介護の利用者様を受け入れる体制を構築し、

指定通所介護を行った場合

介護職員の賃金の改善及び資質向上等、厚生労働大臣の

定める基準を満たした場合

Ⅰ：9.2％ Ⅰ：有

Ⅰ：経験技能のある介護職員を事業所内で一定割合以上 Ⅱ：9.0％

     配置した場合

Ⅱ：上記Ⅰの加算を算定していない場合

下記を満たし、個別機能訓練計画に基づき、サービスを実施

した場合

①専従の機能訓練指導員を1人以上配置した場合 ① 112 ①②③有

②上記①の配置に加えて1人以上、専従の機能訓練指導員 ② 152

を配置した場合

③上記①または②を算定し、個別機能訓練計画等の内容を ③ 40

厚生労働省に提出し、フィードバックを受けている場合

ICTの活用等により外部のリハビリテーション専門職等と連携し 200

機能訓練のマネジメントを行った場合

※個別機能訓練加算を算定している場合は算定しない

外部のリハビリテーション専門職等と連携し機能訓練のマネジ 400

メントを行った場合

※個別機能訓練加算を算定している場合 ※ 200

利用者様ごとのADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況

その他の利用者様の心身の状況等に係る基本的な情報を厚

生労働省に提出し、必要に応じてサービス計画を見直す等、 80 有

サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用

した場合

上記のうちいずれか
料金に加算

生活機能向上連携加算Ⅰ

円/月

３ヶ月に１回

生活機能向上連携加算Ⅱ

円/月

科学的介護推進体制加算 円/月

個別機能訓練加算 円/日

円/月

円/日

中重度者ケア体制加算 90 円/日

介護職員等処遇改善加算

サービス提供体制強化加算

円/日

円/日

上記のうちいずれかの
算定となります。

加　　算 概　　　要 自己負担額 算定の有無

円/日

円/月



＊利用者様の状況に応じて負担していただく加算＊（２割負担の場合）

①居宅サービス計画に基づき入浴するとともに、入浴介助に ① 80 ①有

関わる職員に対し、入浴介助に関する研修を実施。 ② 110

②①に加えて、医師・理学療法士・作業療法士・介護福祉士

若しくは介護支援専門員又は利用者様の動作や浴室の環境

を評価できる福祉用具専門員・機能訓練指導員・地域包括支

援センターの職員等が訪問により把握した利用者様宅の浴室

の環境を踏まえた個別の入浴計画を作成し、計画に基づき事

業所において個別の入浴介助を行った場合

従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上

配置し、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その

他の職種の者が共同して栄養アセスメントを実施し、利用者

様又はその家族様に対してその結果を説明し、相談等に必要 100

に応じて対応した場合

栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施

に当たって、当該情報その他栄養管理の適切かつ有効な実

施のために必要な情報を活用している場合

栄養改善サービスの提供にあたり、必要に応じ居宅を訪問し、

栄養ケア計画に基づきサービスを実施した場合

（１月に２回を限度）

①利用開始時および利用中６月ごとに口腔の健康状態、 ① 40 ①有

栄養状態について確認し、当該情報を担当ケアマネジャーに

提供した場合（６月に１回を限度）

②口腔の健康状態と栄養状態のいずれかの確認を行い、 ② 10

当該情報を担当ケアマネジャーに提供した場合

（６月に１回を限度）

①口腔機能改善管理指導計画に基づきサービスを実施した ① 300

場合（１月に２回を限度）

②上記①の取組に加え、口腔機能改善管理指導計画等の情 ② 320

報を厚生労働省に提出し、口腔機能向上サービスの実施にあ

たり当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施

に必要な情報を活用した場合

（１月に２回を限度）

認知症の利用者様を受け入れる体制を構築するとともに、

認知症介護の指導に関する専門的な研修等を修了したものを

配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施した場合

若年性認知症の利用者様にサービスを実施した場合

（認知症加算を算定している場合には対象外）

算定対象時間が ①  9時間以上10時間未満の場合 ① 100

②10時間以上11時間未満の場合 ② 200

③11時間以上12時間未満の場合 ③ 300

④12時間以上13時間未満の場合 ④ 400

⑤13時間以上14時間未満の場合 ⑤ 500

一定期間内の利用者様のうち、ＡＤＬの改善度合いが以下の

水準を超えた場合

①評価対象利用者等の調整済ADL利得を平均して得た値 ① 60 ①有

が１以上

②評価対象利用者等の調整済ADL利得を平均して得た値 ② 120

が３以上

（注）　介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者様の負担額を変更させていただきます。

円/日

時間延長加算

円/日

ＡＤＬ維持等加算
円/月

円/月

円/日

円/日

円/日

円/日

円/月

概　　　要 自己負担額 算定の有無加　　算

入浴介助加算

認知症加算 120 円/日

若年性認知症利用者受入加算 120

円/月

栄養改善加算 400 円/日

口腔・栄養スクリーニング加算

円/月

口腔機能向上加算

円/日

円/日

円/日

円/日

栄養アセスメント加算



＊事業所の体制に応じて負担していただく加算＊（３割負担の場合）

下記の割合が厚生労働大臣が定める基準を満たした場合 ① 66 ①有

①②介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合 ② 54

③介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合 ③ 18

利用者様に直接サービスを提供する職員のうち勤続年数

７年以上の者が占める割合

中重度の要介護の利用者様を受け入れる体制を構築し、

指定通所介護を行った場合

介護職員の賃金の改善及び資質向上等、厚生労働大臣の

定める基準を満たした場合

Ⅰ：9.2％ Ⅰ：有

Ⅰ：経験技能のある介護職員を事業所内で一定割合以上 Ⅱ：9.0％

     配置した場合

Ⅱ：上記Ⅰの加算を算定していない場合

下記を満たし、個別機能訓練計画に基づき、サービスを実施

した場合

①専従の機能訓練指導員を1人以上配置した場合 ① 168 ①②③有

②上記①の配置に加えて1人以上、専従の機能訓練指導員 ② 228

を配置した場合

③上記①または②を算定し、個別機能訓練計画等の内容を ③ 60

厚生労働省に提出し、フィードバックを受けている場合

ICTの活用等により外部のリハビリテーション専門職等と連携し 300

機能訓練のマネジメントを行った場合

※個別機能訓練加算を算定している場合は算定しない

外部のリハビリテーション専門職等と連携し機能訓練のマネジ 600

メントを行った場合

※個別機能訓練加算を算定している場合 ※ 300

利用者様ごとのADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況

その他の利用者様の心身の状況等に係る基本的な情報を厚

生労働省に提出し、必要に応じてサービス計画を見直す等、 120 有

サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用

した場合

上記のうちいずれか
料金に加算

生活機能向上連携加算Ⅱ

円/月

円/月

科学的介護推進体制加算 円/月

個別機能訓練加算

円/日

円/日

円/月

生活機能向上連携加算Ⅰ

円/月

３ヶ月に１回

介護職員等処遇改善加算

算定の有無

サービス提供体制強化加算

円/日

円/日

円/日

上記のうちいずれかの
算定となります。

中重度者ケア体制加算 135 円/日

加　　算 概　　　要 自己負担額



＊利用者様の状況に応じて負担していただく加算＊（３割負担の場合）

①居宅サービス計画に基づき入浴するとともに、入浴介助に ① 120 ①有

関わる職員に対し、入浴介助に関する研修を実施。 ② 165

②①に加えて、医師・理学療法士・作業療法士・介護福祉士

若しくは介護支援専門員又は利用者様の動作や浴室の環境

を評価できる福祉用具専門員・機能訓練指導員・地域包括支

援センターの職員等が訪問により把握した利用者様宅の浴室

の環境を踏まえた個別の入浴計画を作成し、計画に基づき事

業所において個別の入浴介助を行った場合

従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上

配置し、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その

他の職種の者が共同して栄養アセスメントを実施し、利用者

様又はその家族様に対してその結果を説明し、相談等に必要 150

に応じて対応した場合

栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施

に当たって、当該情報その他栄養管理の適切かつ有効な実

施のために必要な情報を活用している場合

栄養改善サービスの提供にあたり、必要に応じ居宅を訪問し、

栄養ケア計画に基づきサービスを実施した場合

（１月に２回を限度）

①利用開始時および利用中６月ごとに口腔の健康状態、 ① 60 ①有

栄養状態について確認し、当該情報を担当ケアマネジャーに

提供した場合（６月に１回を限度）

②口腔の健康状態と栄養状態のいずれかの確認を行い、 ② 15

当該情報を担当ケアマネジャーに提供した場合

（６月に１回を限度）

①口腔機能改善管理指導計画に基づきサービスを実施した ① 450

場合（１月に２回を限度）

②上記①の取組に加え、口腔機能改善管理指導計画等の情 ② 480

報を厚生労働省に提出し、口腔機能向上サービスの実施にあ

たり当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施

に必要な情報を活用した場合

（１月に２回を限度）

認知症の利用者様を受け入れる体制を構築するとともに、

認知症介護の指導に関する専門的な研修等を修了したものを

配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施した場合

若年性認知症の利用者様にサービスを実施した場合

（認知症加算を算定している場合には対象外）

算定対象時間が ①  9時間以上10時間未満の場合 ① 150

②10時間以上11時間未満の場合 ② 300

③11時間以上12時間未満の場合 ③ 450

④12時間以上13時間未満の場合 ④ 600

⑤13時間以上14時間未満の場合 ⑤ 750

一定期間内の利用者様のうち、ＡＤＬの改善度合いが以下の

水準を超えた場合

①評価対象利用者等の調整済ADL利得を平均して得た値 ① 90 ①有

が１以上

②評価対象利用者等の調整済ADL利得を平均して得た値 ② 180

が３以上

（注）　介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者様の負担額を変更させていただきます。

ＡＤＬ維持等加算
円/月

円/月

認知症加算 180 円/日

若年性認知症利用者受入加算 180 円/日

時間延長加算

円/日

円/日

円/日

円/日

円/日

栄養改善加算 600 円/日

口腔・栄養スクリーニング加算

円/月

円/月

口腔機能向上加算

円/日

円/日

加　　算 概　　　要 自己負担額 算定の有無

入浴介助加算

円/日

円/日

栄養アセスメント加算
円/月



別紙Ⅱ（介護保険の給付とならないサービス）

≪サービスの概要と利用料金≫

① 食費：食事の提供に要する費用（食材料費及び調理費）

・ 利用者様に提供する食事の材料費及び調理費にかかる費用です。

・ 当施設の通常の通所介護サービスにおける食事の費用は６００円とさせていただきます。

・ また、時間延長等にて食事を希望される場合は、「朝食３００円・夕食５４５円」の食費をいただきます。

② 利用者様の希望・選択で提供する特別な食事

・ 通常の食事に代えて、利用者様の希望・選択により特別な食事を提供いたします。

なおその特別な食事を提供する際には、その特別な食事の費用（食材料費及び調理費用相当額）を前もって希望・

選択を採る際に提示させていただきます。

③ 利用者様のご希望によりレクリエーション、クラブ活動等に参加する事ができます。

・ クラブ活動等の際に材料等を必要とする場合は、材料費の実費をご負担いただきます。

④ 身体状況等で特別に必要とする生活用品等

・ 利用者様の身体状況等で特別に必要とするおむつ等の衛生用品・生活用品等を提供した場合には、その実費を

ご負担いただきます。　

⑤ 複写物の交付

・ 利用者様は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必要とする場合には実費をご負担

いただきます。　１枚につき　１０円（税込）

⑥ その他、利用者様又は契約者様等の希望による便宜

・ 利用者様又は契約者様等より、その他特別な便宜の提供のご依頼がある場合には、その実費をご負担いただき

ます。


